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講師プロフィール

税理士法人フォース 代表社員 小林 祐士

 2005年 有限責任あずさ監査法人入社
一部上場企業の法定監査のほか、公益法人（会計監査人設置義務あり）の監査や平
成２０年基準への移行対応、内部統制の構築サポートに従事。

 2011年 税理士法人フォースに入社
全国に組織展開する公益社団法人（会計監査人設置義務あり）の内部監査に従事。

 2019年 税理士法人フォース 代表社員に就任 現在に至る

保有資格等
 公認会計士（第２３７３７号）
 税理士（第１２６５４９号）
 東京税理士会町田支部 幹事
 野村證券株式会社町田支店 参与
 一橋大学大学院 国際企業戦略研究科 経営法務修士課程卒業 （経営法修士）
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決算書の仕組み
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公益法人が作成すべき財務諸表等

財務諸表

貸借対照表

貸借対照表内訳表
※収益事業等からの繰入など一定の要件を満たす場合

正味財産増減計算書

正味財産増減計算書内訳表
※１ 公益目的事業会計・収益等事業会計・法人会計に区分
※２ 事業区分の必要（公１などの事業区分のこと）

キャッシュ・フロー計算書
※会計監査人設置義務のある法人のみ
以下のいずれかの要件を満たす場合は設置義務あり
① 収益の額が１，０００億円以上
② 費用及び損失の額の合計額が１，０００億円以上
③ 負債の額が５０億円以上

財務諸表に対する注記

附属明細書 ー

財産目録 ー

※リーガルサポート定款第６４条に作成書類の規定あり 4



会計区分の内容

会計区分 主な内容

公益目的事業会計
公益目的事業であって不特定かつ多数の者の利益の増進に寄与する事業を経理
する会計区分

法人会計
公益目的事業会計・収益事業等会計に区分できない管理業務に関する管理費やそ
の他法人全般に係る事項を経理する会計区分

内部取引消去会計 会計区分間における内部取引高や内部貸借取引の残高を相殺消去する会計区分

（収益事業等会計） 公益目的事業以外の収益事業とその他の事業を経理する会計区分
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貸借対照表

資産合計＝負債合計＋正味財産合計
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貸借対照表を左右に分解

資産の部 負債の部

流動資産
流動負債

固定負債

固定資産 正味財産の部

基本財産 （基金）

特定資産 指定正味財産

その他固定資産 一般正味財産

① 貸借対照表は、期末日における法人の財政状態を表示する書類である。
② 資金の調達源泉を示すのが負債又は正味財産である。
③ 調達した資金を何で運用しているかを示すのが資産である。

調達源泉運用状況

左側：借方 右側：貸方
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流動と固定

区分 内容 区分 内容

流動資産
通常の取引過程又は１年以内に回収
予定の資産

流動負債
通常の取引過程又は１年以内に支払又
は解消予定の負債

固定資産 １年を超えて使用又は運用される資産 固定負債 １年を超えて支払又は返済される負債

※例えば、流動資産＜流動負債の場合、資金繰りが厳しい状態になっているといえる
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基本財産と特定資産

区分 内容

基本財産 定款において基本財産と定められた資産
※ＬＳでは定款に定められていない

特定資産 特定の目的のために使途、保有又は運用方法等に制約のある資産
※一般的には、預金や有価証券等の金融資産、又は土地や建物等の不動産により保有することが多い。
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正味財産～特定資産への充当

区分 内容

指定正味財産
寄付等によって受け入れた資産で、寄付者等の意思により当該資産の使途について制
約が課されている正味財産

一般正味財産 基金及び指定正味財産以外の正味財産

① 指定正味財産を財源に受け入れた資産は、基本財産又は特定資産の区分に記載する

② 貸借対照表の指定正味財産の内書きで「基本財産（特定資産）への充当額」を記載する

③ 寄付者等の意思により使途について制約が課されている資産であることを明確にする

④ 一般正味財産も「基本財産（特定資産）への充当額」を記載する
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正味財産の振替
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正味財産増減計算書
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正味財産増減計算書

① １事業年度における法人の活動成果を表示するもの
② 貸借対照表の正味財産の構成要素である一般正味財産・指定正
味財産の区分ごとに増減内容を明らかにするもの

③ 明瞭性の原則
当期におけるすべての増減内容を明瞭に表示しなければならない

④ 総額主義の原則
増加要因と減少要因を相殺して表示してはならない。総額をもって
記載する。貸借対照表も同様である。

Ⅰ 一般正味財産増減の部
経常増減の部
経常収益
経常費用
事業費
管理費

評価損益等調整前当期経常増減額
評価損益等
当期経常増減額

経常外増減の部
経常外収益
経常外費用
当期経常外増減額
他会計振替前当期一般正味財産増減額
他会計振替額
税引前当期一般正味財産増減額
法人税等
当期一般正味財産増減額
一般正味財産期首残高
一般正味財産期末残高

Ⅱ 指定正味財産増減の部
当期指定正味財産増減額
指定正味財産期首残高
指定正味財産期末残高

Ⅲ 正味財産期末残高

経常
• 経常的な事業活動から獲得した収益
• 経常的な事業活動を実施するために発生した費用

経常外
• 非経常的な活動から獲得した収益
• 非経常的な活動から発生した費用
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他会計振替額

日本公認会計士協会
「貸借対照表及び正味財産増減計算書内訳表の作成と会計処理について」より
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正味財産増減計算書内訳表

① 事業費は「公益目的事業会計」区分・「収益事業会
計」区分のみに計上される

② 管理費は「法人会計」区分のみに計上される
15



財務諸表の注記

• 財務諸表についての会計処理の前提や補足情報を
開示する書類

• 公益法人会計基準の第５に規定されている
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附属明細書

• 貸借対照表及び正味財産増減計算書の内容を補足
する重要事項を表示するもの。

• 財務諸表の注記に記載している場合は、その旨の記
載をもって内容の記載は省略することができる。
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財産目録

• 貸借対照表の補足情報
• 事業年度末現在における全ての資産及び負債につ
いて、その名称、数量、使用目的、価額等を詳細に表
示した書類

• 支部を有する法人は、支部単位で明細を作成する
• 特定費用準備資金や資産取得資金を有する場合は、
使用目的等の欄に明示する
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財務諸表等の繋がり

附属明細書

貸借対照表
正味財産増減
計算書

正味財産増減
計算書内訳表

財産目録

財務諸表に
対する注記
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決算書は比較することで見えてくる

手法 注目する点

前年同期の決算書と比較する
① 前年度は計上が無く、当年度に計上がある勘定科目
② 前年度と同じ勘定科目の（大幅な）増減

予算と実績を比較する
① 予算の執行率
② 執行率をもとに予算達成に必要な施策の検討

単年度の非経常的な取引 ① 非経常的な取引の妥当性

決算書の特徴

① 決算書は法人の活動を数値で表したもの
② 比較を可能にするために会計基準というルールがある
③ 決算書は過去情報という性質がある
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決算書作成時の誤りやすい点
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取引から決算書までの流れ

伝票の主な確認項目
① 計上日
② 勘定科目・計上する会計区分や事業区分
③ 金額
④ 摘要の記載
⑤ 公益目的事業会計と法人会計との按分の要否
⑥ 適切な決裁承認の有無

取引の発生 証憑書類 ＰＣＡ会計

伝票

月次試算表

決算書

 システムで連動する部分では不整合はほぼ生じない
 人が手入力する箇所で誤りが発生しやすい

財務諸表

附属明細書

財産目録

財務諸表の
注記
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法人全体の決算書が完成するまでの流れ

本部の
決算書

支部の
決算書

PCA会計

統合
処理

内部取引消去

「共通」部門の
配賦

相殺の確認

附属明細書

財産目録

財務諸表

総会資料へ

内閣府へ定
期報告書類
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法人全体の決算書を作成するに際して

①
全支部の決算書が揃わないと統合作業に移ることができない
→本部への提出期限を遵守

②
統合作業に移行すると手順を遡って修正できない
→支部決算チェックリストを活用して修正が生じないように

③
勘定科目の残高が０になるべき勘定科目がある
→支部決算書で残高が０になるべき勘定科目（ex.「他会計振替高」）
→統合作業後に残高が０になるべき勘定科目（内部取引や「共通」部門）
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誤りやすい事例

☆の目安

（☆） 頻度は少ないが注意していただきたい事例

（☆☆） 多く見られる事例

（☆☆☆） とても多く見られる事例

25



貸借対照表
誤りやすい事例（☆☆）

預金残高の確認書類について
① 金融機関の残高証明書が一番望ましい

② 通帳を確認書類とする場合、記帳されている取引が、本当に最終取引なのかどうかが第三者からは分か
らない。
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貸借対照表
誤りやすい事例（☆）

• 各会計区分の「現金」及び「普通預金」残高は、マイナスとはならない。稀に、「法人会計」の「現金」、
「普通預金」がマイナスとなったままで提出されることがある。

→ マイナス残高となっている場合は、再度仕訳を確認して必ずプラスの残高になることを確認する。
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正味財産増減計算書
誤りやすい事例（☆☆☆）

• 公益目的事業会計「共通」に計上してはいけない勘定科目が
計上されているケースが多くある。

• 本部で統合後、「共通」に計上しておいて良い勘定科目を再度
配賦して、最終的に「共通」の残高はゼロになる。

→ 「共通」に計上して良い勘定科目か否かをチェックリストを活
用して確認する。
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正味財産増減計算書
誤りやすい事例（☆☆）

• 配賦が必要な勘定科目であるが、配賦されていないケースがある。
特に、公益目的事業会計ｰ「共通」のみに計上されており、法人会計の区分に計上されていない。
公益目的事業会計-「共通」にだけ残高があれば良いというのは誤り。

→ 「配賦を必要とする科目」シートを活用して、法人会計にも正しく配賦されているかを確認する。
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正味財産増減計算書
誤りやすい事例（☆）

• 配賦が必要な勘定科目であるが、配賦されていないケースがある。
特に、「受取利息」勘定が「公益目的事業会計」のみに計上されているケースや、配賦額がシート通
りの金額になっていないケースがある。

→ 経常収益の勘定科目についても「配賦」を必要とする勘定科目が配賦されていることを確認する
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財産目録
誤りやすい事例（☆☆☆）

• 「使用目的等」の欄の記載漏れがあるケースが多い。
→ 財産目録は、認定法第２１条第４項に基づく閲覧対
象書類である。記載するべき箇所は記載する。
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予算管理月報
誤りやすい事例（☆☆☆）

• 収益勘定、費用勘定それぞれについて予算超過の内容を記載
すべきであるが、記載がされていない。

→ 超過内容を精査する過程で、例えば、「公１」や「公２」など
事業区分の計上誤りなど仕訳の誤りが発見されることがある。
そのため、予算超過の内容は必ず精査のうえ、理由を記載し
てください。
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研修は以上となります。
ご視聴いただきありがとうございました。

※2022年2月の収録日時点の情報に基づいて作成しております。
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